
【様式第1号】

自治体名：伊豆市

会計：一般会計等 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 112,941,807,085   固定負債 29,154,695,990

    有形固定資産 106,986,180,389     地方債 25,977,267,990

      事業用資産 37,603,688,588     長期未払金 -

        土地 14,049,707,223     退職手当引当金 3,177,428,000

        立木竹 1,329,965,800     損失補償等引当金 -

        建物 52,049,540,300     その他 -

        建物減価償却累計額 -33,533,892,966   流動負債 2,528,857,956

        工作物 7,565,860,347     １年内償還予定地方債 2,101,231,000

        工作物減価償却累計額 -4,245,518,821     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 239,445,591

        航空機 -     預り金 188,181,365

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 103,334,937 負債合計 31,683,553,946

        その他減価償却累計額 -103,334,921 【純資産の部】

        建設仮勘定 388,026,689   固定資産等形成分 117,892,776,396

      インフラ資産 68,815,672,623   余剰分（不足分） -29,414,645,107

        土地 3,183,695,422

        建物 1,460,851,874

        建物減価償却累計額 -92,077,472

        工作物 111,808,069,248

        工作物減価償却累計額 -48,410,184,025

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 865,317,576

      物品 2,191,585,517

      物品減価償却累計額 -1,624,766,339

    無形固定資産 97,438,237

      ソフトウェア 97,419,330

      その他 18,907

    投資その他の資産 5,858,188,459

      投資及び出資金 920,276,234

        有価証券 -

        出資金 548,676,234

        その他 371,600,000

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 70,937,096

      長期貸付金 -

      基金 4,883,383,038

        減債基金 473,216,218

        その他 4,410,166,820

      その他 -

      徴収不能引当金 -16,407,909

  流動資産 7,219,878,150

    現金預金 1,785,762,182

    未収金 484,643,707

    短期貸付金 -

    基金 4,950,969,311

      財政調整基金 4,882,969,311

      減債基金 68,000,000

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -1,497,050 純資産合計 88,478,131,289

資産合計 120,161,685,235 負債及び純資産合計 120,161,685,235

貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：伊豆市

会計：一般会計等 （単位：円）

    その他 -

純行政コスト 18,772,690,562

    その他 -

  臨時利益 17,709,418

    資産売却益 17,709,418

    資産除売却損 -

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 18,615,616,915

  臨時損失 174,783,065

    災害復旧事業費 174,783,065

  経常収益 702,838,215

    使用料及び手数料 176,751,520

    その他 526,086,695

      社会保障給付 1,920,804,683

      他会計への繰出金 1,304,270,292

      その他 6,475,940

        その他 147,067,257

    移転費用 6,982,758,436

      補助金等 3,751,207,521

      その他の業務費用 255,412,593

        支払利息 90,440,377

        徴収不能引当金繰入額 17,904,959

        維持補修費 781,238,965

        減価償却費 3,475,732,465

        その他 -

        その他 408,246,841

      物件費等 8,931,373,030

        物件費 4,674,401,600

        職員給与費 2,172,524,212

        賞与等引当金繰入額 239,445,591

        退職手当引当金繰入額 328,694,427

  経常費用 19,318,455,130

    業務費用 12,335,696,694

      人件費 3,148,911,071

行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額



【様式第3号】

自治体名：伊豆市

会計：一般会計等 （単位：円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 89,232,270,577 115,308,398,927 -26,076,128,350

  純行政コスト（△） -18,772,690,562 -18,772,690,562

  財源 18,038,881,653 18,038,881,653

    税収等 13,419,703,981 13,419,703,981

    国県等補助金 4,619,177,672 4,619,177,672

  本年度差額 -733,808,909 -733,808,909

  固定資産等の変動（内部変動） 2,604,707,848 -2,604,707,848

    有形固定資産等の増加 6,334,369,829 -6,334,369,829

    有形固定資産等の減少 -3,504,984,192 3,504,984,192

    貸付金・基金等の増加 1,938,901,448 -1,938,901,448

    貸付金・基金等の減少 -2,163,579,237 2,163,579,237

  資産評価差額 5,361,681 5,361,681

  無償所管換等 -25,692,060 -25,692,060

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -754,139,288 2,584,377,469 -3,338,516,757

本年度末純資産残高 88,478,131,289 117,892,776,396 -29,414,645,107

純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：伊豆市

会計：一般会計等 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 187,226,426

本年度歳計外現金増減額 954,939

本年度末歳計外現金残高 188,181,365

本年度末現金預金残高 1,785,762,182

    その他の収入 -

財務活動収支 2,817,262,268

本年度資金収支額 -346,940,036

前年度末資金残高 1,944,520,853

本年度末資金残高 1,597,580,817

  財務活動支出 1,849,423,732

    地方債償還支出 1,849,423,732

    その他の支出 -

  財務活動収入 4,666,686,000

    地方債発行収入 4,666,686,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 18,141,145

    その他の収入 -

投資活動収支 -4,604,684,508

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,579,372,386

    国県等補助金収入 1,491,856,241

    基金取崩収入 2,069,375,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 8,184,056,894

    公共施設等整備費支出 6,334,369,829

    基金積立金支出 1,478,087,065

    投資及び出資金支出 371,600,000

  臨時支出 174,783,065

    災害復旧事業費支出 174,783,065

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 1,440,482,204

  業務収入 17,291,835,963

    税収等収入 13,393,731,130

    国県等補助金収入 3,199,046,128

    使用料及び手数料収入 176,299,111

    その他の収入 522,759,594

    移転費用支出 6,982,758,436

      補助金等支出 3,751,207,521

      社会保障給付支出 1,920,804,683

      他会計への繰出支出 1,304,270,292

      その他の支出 6,475,940

    業務費用支出 8,693,812,258

      人件費支出 3,039,832,793

      物件費等支出 5,426,820,565

      支払利息支出 90,440,377

      その他の支出 136,718,523

資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 15,676,570,694



１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

②無形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金
ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（※）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 5年～70年
工作物 1年～60年
その他 5年
物品 2年～45年

②無形固定資産（※）・・・定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）
※リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引に係るリース資産を除く

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実
質価額と取得価額との差額を計上しています。

②徴収不能引当金
未収金については、過去５年間の平均不能欠損率（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上してい
ます。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上していま
す。

③退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された
額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計
上しています。

④損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定
に含めた将来負担額を計上しています。

⑤賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間
に対応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
ア．リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ．ア．以外のファイナンス・リース取引

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（伊豆市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定した預金等をい
います。）
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

注記



(８)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額及び見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額
以下であるときに修繕費として処理しています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
一般会計
公共用地取得事業特別会計

②地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した
後の係数をもって会計年度末の係数としています。

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。
実質赤字比率     -％
連結実質赤字比率     -％
実質公債費比率 6.7%
将来負担比率 68.6%

(２)貸借対照表に係る事項
①減債基金に係る積立不足額 該当事項なし
②基金借入金（繰替運用）残高 該当事項なし
③地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

22,372,453 千円
④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。

標準財政規模 10,783,496 千円
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 1,653,877 千円
将来負担額 35,106,904 千円
充当可能基金額 6,471,402 千円
特定財源見込額 0 千円
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 22,372,453 千円

⑤繰越事業に係る将来の支出予定額 950,658 千円

(３)純資産変動計算書に係る事項
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）
純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(４)資金収支計算書に係る事項
①基礎的財政収支 △ 3,665,049,862 円
②既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出）
27,471,941,301円 25,874,360,484円 

10,473,901円 10,473,901円 
繰越金に伴う差額 △1,944,520,853円 

25,537,894,349円 25,884,834,385円 
地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としているのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範
囲としているため、歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（公共用地取得事業特別会計）分だけ相違します。
歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ相違します。

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳
資金収支計算書

業務活動収支 1,440,482,204 円
投資活動収入の国県等補助金収入 1,491,856,241 円
未収債権額の増加（減少） △ 72,908,950 円
減価償却費 △ 3,475,732,465 円
賞与等引当金繰入額（増減額） △ 16,112,278 円
退職手当引当金繰入額（増減額） △ 92,966,000 円
徴収不能引当金繰入額（増減額） 2,682,921 円
建設仮勘定費用振替 △ 28,820,000 円
資産除売却益（損） 17,709,418 円

純資産変動計算書の本年度差額 △ 733,808,909

④一時借入金
資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。
なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。
一時借入金の限度額 400,000,000 円
一時借入金に係る利子額 0 円

⑤重要な非資金取引
該当事項なし

歳入歳出決算書
財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額

資金収支計算書


